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西原村定住促進事業補助金交付要綱 

令和4年3月22日 

告示第7号 

(趣旨等) 

第1条 この要綱は、本村への新規転入者の増加及び本村からの転出者の減少に

よる定住人口増加を図るため本村に定住を希望する者の住宅希求に対応し、

西原村児童生徒等の就学に関する規則(平成20年西原村教委規則第2号)別表

に規定する河原小学校通学区域(以下「河原校区」という。)内において定住

のための住宅の新築及び新築建売住宅取得を行う者に対し、予算の範囲内に

おいて西原村定住促進事業補助金(以下「補助金」という。)を交付すること

について、西原村補助金交付規則(昭和62年西原村規則第4号)に定めるものの

ほか、必要な事項をこの要綱に定める。 

(定義) 

第2条 この要綱において、用いる用語の意義は、それぞれ次の各号に定めると

ころによる。 

(1) 移住者 転入前5年以上継続して西原村外に住民登録をしていた者であ

って、定住を目的に転入し河原校区内に住民登録を行って居住を開始し、

以後5年以上継続して居住を確約できる者をいう。 

(2) 住宅 自己の所有に係る家屋で次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 自己の居住の用に供するもので生活するために必要な玄関、台所、ト

イレ、浴室及び居室を有するもの 

イ 店舗、事務所その他の事業に供する部分があるなどの併用住宅にあっ

ては、自己の居住の用に供する(生活するために必要な玄関、台所、トイ

レ、浴室及び居室を有するものの)面積が延床面積の1／2以上のもの 

(3) 住宅の取得 河原校区内に住宅を新築又は新築建売住宅を購入するこ

とをいう。 

(補助対象者) 
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第3条 補助金の交付の対象となる者は、移住者であって、次の各号のいずれに

も該当するものとする。 

(1) 申請時において39歳以下の者、又は同居する中学生以下の扶養家族(妊

娠中も含む)を有する者であること。 

(2) 住宅の登記名義人であること。 

(3) 申請者及び同一世帯員全員が当該住宅の所在地において、住民基本台帳

に登録された者であり住民基本台帳の登録から1年未満であること。 

(4) 関係法令を遵守した建築物であること。 

(5) 過去に本要綱による補助金の交付対象者及び交付対象住宅となってい

ないこと。 

(6) 賃貸、転売等を目的とした住宅の取得ではないこと。 

(7) 申請者及び同一世帯員並びに同居者が暴力団員等による不当な行為の

防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第6号に規定する暴力団員

及び西原村暴力団排除条例(平成23年西原村条例第15号)第2条に規定する

暴力団員でないこと又はそれらと密接な関係を有しているものでないこと。 

(8) 申請者及び同一世帯員並びに同居者の全てが転入前の市町村民税等及

び転入後の村税等を滞納していないこと。 

(9) 移転補助又は移転補償の対象となった住宅の代替えとしての住宅の取

得をしようとするものでないこと。 

(10) 地元自治会組織に加入し、地域の行事に積極的に参加を行い、地元及

び近隣住民との良好な関係を築ける者であること。 

(補助対象経費) 

第4条 補助金の交付の対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は、住

宅の新築又は新築建売住宅の取得に係る経費とする。 

(補助金の額) 

第5条 補助金の額は、100万円とする。ただし、交付決定時の初年度において

40万円の補助を行い、2年度目・3年度目において各々30万円の補助を行う。 
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(補助金の交付申請) 

第6条 補助金の交付を受けようとする者(以下「申請者」という。)は、西原村

定住促進事業補助金交付申請書(様式第1号)に次に掲げる書類を添えて、村長

に提出しなければならない。 

(1) 申請者及び世帯員全員の過去5年間の住所地履歴が確認できるもの(戸

籍の附票・住民票など) 

(2) 妊娠中の親族がいる場合は、母子健康手帳の写し 

(3) 建物登記事項証明書 

(4) 住宅の位置図 

(5) 住宅の平面図及び立面図 

(6) 住宅の写真(外観、内部それぞれ2枚以上) 

(7) 住宅の取得に係る工事請負契約書の写し又は新築建売住宅売買契約書

の写し 

(8) 建築確認済証及び検査済証の写し(土砂災害特別警戒区域内のみ) 

(9) 誓約書(様式第2号) 

(10) 申請者及び世帯員全員の転入前市町村民税等及び転入後村税に滞納が

ないことを証する書類 

(11) その他村長が必要と認める書類 

2 補助金交付申請手続の期間は、住宅の登記日から1年以内とする。 

(補助金の交付の決定及び確定の通知) 

第7条 村長は、前条の規定による申請があった場合は、その内容及び関係書類

を審査し、補助金を交付する事が適当であると認めたときは、西原村定住促

進補助金交付決定通知書(様式第3号)を交付するものとする。また、補助を行

わないことを決定したときは、その理由を付して西原村定住促進事業補助金

交付却下通知書(様式第4号)により申請者に通知するものとする。 

2 村長は、補助金の交付の目的を達成するために必要があると認めたときは、

補助金を交付決定するにあたり条件を付することができる。 
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(補助金の交付請求) 

第8条 前条の規定により交付額の確定を受けた者が、補助金の交付を請求しよ

うとするときは、西原村定住促進事業補助金交付請求書(様式第5号)を村長に

提出するものとする。 

(補助金の返還等) 

第9条 村長は、補助金の交付を受けた者が、次の各号のいずれかに該当すると

認めるときは、当該補助金の一部又は全部を返還させることができる。 

(1) 虚偽の申請、その他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) 入居日から起算して5年以内に当該住宅の売買契約を締結し、若しくは

賃貸借契約を締結し又は世帯の全員が村外に転出したとき。 

(3) この要綱に違反したとき。 

(4) その他村長が適当でないと認めたとき。 

(補助金の返還通知) 

第10条 村長は、前条の規定により補助金を返還させようとするときは、西原

村定住促進事業補助金返還通知書(様式第6号)により、当該補助金を返還すべ

き者に通知するものとする。 

2 前項の規定による通知を受けた者は、村長が定める期日までに補助金を村長

に返還しなければならない。 

(補助金の返還の免除) 

第11条 村長は、前条の規定にかかわらず次の各号のいずれかに該当し、交付

を受けた者等から申請があったときは、補助金の全部又は一部の返還を免除

することができる。 

(1) 災害、疾病その他自己の都合によらず、やむを得ない事由があったとき。 

(2) その他村長が特に必要と認めたとき。 

(調査等) 

第12条 村長は適正な補助金の交付を行うために必要があると認めたときは、

補助対象者に対し必要な報告を求め、又は職員に必要な調査をさせることが
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できるものとし、補助対象者はこれに協力しなければならない。 

(その他) 

第13条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、村

長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和4年4月1日から施行する。 

附 則(平成6年告示第14号) 

この要綱は、令和6年5月1日から施行する。 


